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パキスタ’ン北西辺境州における動学的貧困の諸相＊

黒　崎　卓

　この論文では，途上国の低所得世帯がリスクに対してどのように脆弱であるのか，またどのような
階層が特に脆弱であるのかについて，パキスタン北西辺境州農村部の2時点バネノレデータを用いて定

量：的に分析した．カテゴリー分けに基づいた分析と，FGT貧困指標の慢性的貧困と一時的貧困への
要因分解分析とを用いた結果，第一に，調査地の世帯経済は所得の大きな変動にさらされているが，

それがそのまま消費の変動につながらないようなリスク対処メカニズムがある程度機能していること，

第二に，これらのメカニズムを十分利用できずに所得の低下が消費の著しい低下に結びついてしまう

世帯が少なからず存在し，このような世帯においては子供の教育の切り捨てなど長期的にも厚生水準

が著しく低下するような対応がとられていること，第三に，動学的に脆弱な貧困層には，女性が世帯

主の世帯，土地を持たず労働力が農業労働や日雇いなど不安定なものに限られている世帯等が含まれ
ること，などが判明した．

1．はじめに

　途上国における貧困に関する近年の実証研究

で注目されているのが，動学的貧困の概念であ

る．貧困層と一口に言っても，その中身が異質

であることは従来からよく知られてきた．その

異質性は時系列的な変化を見た場合にいっそう

明確になる．経済資源に対する一時的なショッ

クを受けた場合に，厚生水準を著しく低下させ

てしまい，かつその低下が恒常的なものになっ

てしまう階層，厚生水準が著しく低下するもの

のその低下が一時的なものにとどまる階層，厚

生水準がもともと低く，その水準が著しい変化

を受けない階層等の違いは重要である．貧困を

動学的にとらえることによって，貧困削減政策

をより適切に設計することができるであろう．

　リスクへの脆弱性という観点から貧困層の多

様性を考える古典的実証研究としては，アマル

ティア・センの『貧困と飢饅』が挙げられる

（Sen（1981））．センは，平均では同じくらい貧

しいかもしれない小作農と農業労働者という2

つの階層が，食料への権原（entitlement）の違

いゆえに飢鰹に対する脆弱性という点では明確

に異なっており，農業労働者の方がはるかに一

時的貧困の危機にさらされていることを，1943

年ベンガル飢謹の事例などから見事に描き出し

た．世界銀行（以下「世銀」と省略）の1990年版

r世界開発報告』においても，慢性的貧困と一時

的貧困uを区別することが重要であることが指

摘されている（World　Bank（1990））．とはいえ

この両者を厳密に定量化するには，個別の世帯

の厚生指標を複数年時にわたってカバーしたミ

クロパネルデータ2）が必要であることから，動

学的貧困に関する定量的研究が増え始めるのは

1980年代半ば以降のことである．これらの研

究の蓄積を背景に，世銀の2000／01年版『世界

開発報告』では，リスクからの安全（security

aganist　risk）が，貧困削減政策の3本柱の1つ

にすら据えられている（World　Bank（2000））．

しかしながら途上国における貧困の動学的側面，

とりわけ一時的貧困に関する定量的研究はきわ

めて限られているのが現状である．

　そこで本稿は，途上国の低所得世帯がリスク

に対してどのように脆弱であるのか，またどの

ような階層が特に脆弱であるのかに関する事例

研究を積み上げることを目的とする．つまり本

稿の中心課題は，ファクトファインディングを

目的とした描写的な定量作業であり，そこで明

らかにする一時的貧困の特徴から経済行動に関

するどのような仮説を導き検定するのか，ある
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いはどのような貧困削減政策の設計が望ましい

のかについては最終節で簡単に議論するにとど

め，厳密な検討は本稿の課題外とする．

　事例として取り上げるのは，パキスタン北西

辺境州（North・West　Frontier　Province）の農

村部である．実証分析は，筆者らが1996年と

99年に行った世帯調査に基づく2時点パネル

データを用いる．調査地が位置する南アジアに

おいては，貧困問題が依然として重要な開発の

課題である．世銀推計によると，全世界の貧困

者数が1987年の11億8320万人から98年には

11億9890万人へと微増したにとどまり，貧困

者比率が同時期に28．3％から24．0％に下がっ

ているのに対し，南アジアにおいては貧困者比

率こそ44．9％から40．0％へと低下したものの，

貧困者の絶対数は4億7400万人から5億2200

万人へとかなり増加している（World　Bank

（2000））．全世界の貧困者の半数近くが南アジ

アにひしめき，かつその8割以上が農村部に生

活しているのである．そのような南アジアの中

でも本研究の調査地は，第一に貧困の頻度が高

く，農業生産のリスクが大きいという点で本稿

の分析目的に適している．また，労働人口に対

する農地の賦存量がパキスタン4州の中ではも

っとも少なく，その意味で人的資本蓄積が貧困

脱出に重要な役割を果たすと考えられる地域で

あるにもかかわらず，女性に不利な社会的慣習

が人的資本蓄積を妨げている点で興味深い事例

でもある．

　論文の構成は以下の通りである．続く第2節

で，既存研究を紹介しつつ本稿の分析枠組を議

論する．第3節では，本稿が用いるミクロパネ

ルデータを簡単に説明する．実証結果を示す第

4節では，最初に，調査地における貧困の動学，

とりわけ消費の急激な低下がどのように世帯厚

生を押し下げているかについて検討し，続いて

一時的貧困および慢性的貧困に陥りやすい世帯

の特徴を明らかにする．最終回で本論文の結論

をまとめる．

2．分析枠組

2．1動学的貧困のカテゴリー分析
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　個人’の厚生を決定する変数の’期における

実現水準を伽としよう．例えば勧は，1人当

たり実質消費ないしは1人当たり実質所得であ

る．天候など農業生産のリスクやマクロ経済シ

ョックなどのために伽は毎年，予期せぬ変動

にさらされる．

　何らかの方法で確定された貧困ラインgを

脈が下回っている時，個人∫は貧困者に属す

ると定義すれば，複数時点のクロスセクション

に関して伽のデータ（ミクロバネノレデ一一）が

得られた場合に，貧困面から見た個人の状態の

変化をカテゴリー分けして描写することができ

る3）．例えば，常に貧困ラインを下回る者（＝

「慢性群動困者」），一時的に下回る者（＝「一時

的貧困者」），貧困ラインを下回ることが一度も

ない者の3階層に分けることで，貧困の核心部

にある者と一時的にそこに加わる者とを分ける

ことができる．あるいは飢謹など特徴ある経済

ショックをはさんだ2時点眼ならば，2時点と

も貧困であった者，貧困を脱出した者，貧困に

陥った者，そして2時点とも貧困でなかった者

の4階層に分けることが有益であろう．

　このようなカテゴリー分けに基づいた分析は，

Sen（1981）の飢饒分析でも試みられているし，

約10年という例外的に長い低所得国のパネル

データであるインドのICRISATデータ4）にも

応用されている（Walker　and　Ryan（1990））．

新しい研究では，エチオピア，南アフリカ，パ

キスタンなど6途上国に関する実証研究を収め

たBaulch　and　Hoddinott（2000）において，あ

る世帯ないし個人が貧困層に属するかどうかが

動学的にどう変化したかという遷移行列分析が

試みられている．

　この分析は分かりやすいという強みを持つ反

面，貧困ラインの水準に対して感応的過ぎると

いう欠点を持つ．動学的貧困に関する研究への

コメントの中で山崎（2001）が言及しているよう

に，貧困ラインの設定自体に様々な問題がある．

個人の栄養必要量の推計にしてもその個人差は
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大きいし，その金額換算も様々な方法が可能で

ある．さらに非食料支出の設定は，かなり恣意

的になされるのが一般的である．そこで，貧困

ラインの水準によらず，頑健な分析であるかど

うかに留意する必要が生じる（山崎（2001））．1

時点のクロスセクションデータを用いた静学的

貧困の場合には，確率的優位性（stochastic

dominance）を用いることでこの問題に対処で

きるが，同じ考え方を2時点の動学的貧困にも

応用できる（Ravallion　6’α1．（1995））．また，毎

期とも貧困ラインgを境に2階層に分けるの

ではなく，0．75g，1252といった中間の境界も

加えて，より詳細な階層分けをすることも意義

深い（Jalan　and　Ravallion（1998））．本稿では

この後者のアプローチを採用する．

2．2　慢性的貧困と一時的貧困への要因分解

　動学的貧困をカテゴリー分析することの難点

は，貧困ラインを下回った中での一時的な働

の変動が貧困者の厚生に与える苦痛を全く考慮

しないことである．貧困ラインを常に下回る者

であっても，その所得ないし消費がその平均の

水準から乖離して変動すれば，その変動による

厚生の損失を受けるであろう．したがって，貧

困指標を慢性的貧困と一時的貧困に要因分解す

る手法としては，伽の期待値が同じく低い「慢

性的貧困者」同士であっても，伽の変動が大き

ければその分一時的貧困が大きくなることを示

すような手法が望ましい．この問題は，貧困者

比率が貧困の深刻さに全く反応しないという点

で不満足な指標であるというSen（1981）の批判

を，動学的に拡張したものと言える．

　この問題を解決するスタンダードな手法を示

したのが，ラヴァリオンである（Ravallion

（1988））．彼は，伽の期待値に対応した貧困指

標の値を「慢性的貧困」（chronic　poverty），実

際に観測される貧困指標の期待値を「全貧困」

（total　poverty），そして全貧困から慢性的貧困

の値を引いた残差を「一時的貧困」（transient

poverty）と定義した．この定義によれば，〃ff

の’に関する分散がゼロになれば，全貧困と慢

性的貧困とが一致し，一時的貧困がゼロとなる．

研　　究

〃κの期待値が同じく低い「慢性的貧困者」同士

であっても，伽の変動が大きければその分一

時的貧困が大きくなるから全貧困も大きくなる

と見るのが，ラヴァリオンの分析枠組である．

「一時的貧困者」の場合には，伽の期待値が貧

困ラインを上回っていれば慢性的貧困はゼロで，

全貧困の100％が一時的貧困となる．〃ゴ‘の期

待値が貧困ラインを下回っている「一時的貧困

者」の場合には，慢性的貧困も一時的貧困もゼ

ロでない値をとる．

　貧困指標を計算する元になる肋のミクロパ

ネルデータが得られれば，期待値を期間平均で

近似することによって，貧困指標を慢性的貧困

と一時的貧困に分解することが可能になる．近

年の貧困分析で最もよく使われる指標である

FGT指標を例に説明しよう（Fosterθ’α1．

（1984），山崎（1998））．個人ガを〃f，の値が低い

順に並べ，貧困ラインをz，パネルデータに含

まれる全人口をη，貧困人口をの，FGT指標

のパラメータをαとすれば，1時点のクロスセ

クションから得られるFGT指標は，

　　　　　縣≡鷺（r許）乳　（1）

として定義される．この値だけでは慢性的貧困

と一時的貧困を識別できないので，丁期間のパ

ネルデータの各期についてこれを計算し，その

平均をとって

　　　　　　几≡寺躯・，　　（2）

を定義する．この値が「全貧困」の推計値と解

釈される．次に，働の丁期間の平均拓をパ

ネルデータを用いて計算し，その値が低い順に

並べ，貧困ライン以下の人口をσ＊とする．「慢

性的貧困」の推計値は，

　　　　　α≡麦嵩（z一”り乳

と定義できる．最後に両者の差，すなわち

　　　　　　　7b≡P。一C。，

が，「一時的貧困」と定義される．

　Ravallion（1988）は，

（3）

（4）

　　　　　　　　　　この手法をインドの

ICRISATデータに応用し，一時的貧困が予想

以上に重要であることを定量的に示す最初の研
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表1．FGT指標による2時点データでの個人レベルの慢性的貧困（C。，∂と一時的貧困（T。，∂
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階層
貧困者比率
C。，ご　　7）．∫ G、ピ

貧困ギャップ指数

　　　　z，f
　二乗貧困ギャップ指数
C2，f　　　　　　　7b，ゴ

蛮くZ，〃タくZ

評ゴ〈z，ψ≧z

評，≧9，シ1〈z

蛮；≧z，蜜：≧9

1　　0　1一酬z　　　O　　　（1一び、〆z）2
1　　－1／2　1一互，々　｛（翫＋εガ）々一1｝／2　（1一互霧）2

0
0

1／2

0 0
0

｛1一（〃ご　εガ）／z｝／2

　　　0 0
0

　　ε雛2
　｛ε曇十（9　〃ご）

（2εガ十三7ガーz）｝ノ（292）

｛1一（πガーεゴ）々｝2／2

　　　0
出所）　筆者作成．

究となった．この手法はその後，中国（Jalan

and　Ravallion（1998）），ハンガリー（Ravallion

θ’α1．（1995）），パプアニューギニア（Gibson

（2001））などの事例に拡張・応用され，ている．

また，Baulch　and　Hoddinott（2000）でも6途上

国に関して同様の要因分解分析がなされている．

2．3　ラヴァリオン要因分解を用いる際の注意

　　点

　ラヴァリオンが提示した要因分解は，実証面

での操作のしゃすさという点で優れているが，

注意すべき点がいくつかある．ここでは，働

の期待値（≡互∂と貧困ラインg，そして貧困指

標の選択に関する問題を取り上げる．本稿の用

いるデータが2時点であることから，個人ガの

2時点の伽を高い順に並べて，瀦≡鍛＋εピ，

蛮≡g一εかと定義しよう（ε≧0）．この場合す

べての個人は次の4階層に分けられる：

1．好くg，幽くg（常に貧困ラインを下回る

　者），

2．蛮くる瀦Σz（一時的に貧困ラインを上回

　ることがあるが平均では貧困ラインを下回

　る者），

3．箪≧z，擁くz（平均では貧困ラインを上回

　っているが一時的に貧困ラインを下回るこ

　とがある者），

4．泌≧z，冨≧g（常に貧困ラインを上回る

　者）．

　FGT指標は分解可能性という特徴を持つか

ら，（4）式の慢性的貧困C。と一時的貧困ゐを

個人ゴごとに分解し，それぞれを，C＠および

ア扉と定義し直すことが可能であ．そこで代表

的なFGT指標について，　C。4と7みの値を整

理したのが表1である．表1の値を各階層ごと

にかについて集計し，4階層をまとめて総人口

で割ったものがC。，しとなる．

　表1から明らかな第一の注意点は，貧困指標

の選択と，蛮のかに関する分布によっては，必

ずしも一時的貧困丁が正の値とならないこと

である．例えば，α＝0の時FGT指標は貧困者

比率となるが，この値は，「一時的に貧困ライン

を上回ることがあるが平均では貧困ラインを下

回る者」の場合にマイナスの値をとるから，こ

の階層の人口が「平均では貧困ラインを上回っ

ているが一時的に貧困ラインを下回ることがあ

る者」の人口を上回れば，一時的貧困はマイナ

スの値をとる．またRavallion（1988）が示して

いるように，蛮のモードが貧困ラインよりも

下にある場合には，リスクの増加がむしろ一時

的貧困を減少させてしまうという問題を持つ．

　この問題は，貧困層内部の分配に感応的な貧

困指標，例えばα＞1のFGT指標を採用する

ことで解決される．その場合にリスクの増加が

必ず一時的貧困7を増加させることが証明で

きる（Ravallion（1988））．また，黒崎（1998a）が

整理しているように，期待値一定の下でのリス

クの増加が必ず厚生水準の低下を招き，それが

一時的貧困指標の値に反映されるという性質は，

期待効用仮説との類似でも理解可能である．

　第二に，貧困ラインの水準に関する感応度に

ついて注意を払う必要がある．とりわけ重要な

のは，貧困ラインに近いがゆえに働の変動が

貧困ラインをまたがって生じてしまい，それが

一時的貧困の推計値の大小を左右してしまうよ

うな要因分解では，信頼できないということで

ある．ラヴァリオンの手法が本来ターゲットと
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しているのは，貧困ラインに近いゆえにわずか

な変動でも生じてしまうような一時的貧困では

なく，一時的に生じる深い働の落ち込みや，

慢性的貧困者に生じる確率的な働の変動がも

たらす厚生面での損失を評価することである．

その意味で，一時的貧困問題の焦点もまた，

「“irreducible　core”（Se11（1981））である絶対的

貧困層もしくは慢性的貧困層に当てられるべ

き」（山崎（2001））と考えられる．

　表1から明らかなように，α＝1のFGT指

標，すなわち貧困ギャップ指数（PG）もこの点

で不適切である．なぜなら，貧困ギャップ指数

は貧困ラインからの不足分を均一のウエイトで

評価するゆえに，「常に貧困ラインを下回る者」

の一時的貧困7しがQの大小に関わらずゼロ

となるためである．つまりPGの場合の一時的

貧困はすべて，貧困ラインを上下する階層の

働の変動によってのみ生じるから，貧困ライ

ンの変動に対して大きく感応することになる．

　これに対しα＝2のFGT指標，すなわち二

乗貧困ギャップ指数（SPG）は貧困ラインの変

動に対して頑健である．まず，表1に示されて

いるように，「常に貧困ラインを下回る者」の一

時的貧困が正の値で算入されているため5），こ

の階層の比率が大きければ，貧困ラインの変動

によって出入りする一時的貧困者の影響が相対

的に小さくなる．また，SPGは正規化した貧

困ラインからの不足分（1一〃論）をウエイト

1一謝々で足し上げたものと解釈できるため，g

研　　究

のマージナルな上昇によって生じるSPGの変

化は滑らかで小さなものとなる．

　以上の理由から，本稿でラヴァリオンによる

要因分解を用いる際には，SPGのみを用いる．

なお，FGT指標の分解可能性を利用して，被説

明変数をC。，どおよび7滋，説明変数を個人ない

し世帯の属性等とした回帰分析によって，慢性

的・一時的貧困が深刻な階層を明らかにするこ

とができる（Jalan　and　Ravallion（1998））．た

だしこの作業にも難がある．そもそも7ゐが

伽から計算された2次的変数である以上，原

データとなった働そのものの決定要因を回帰

分析したほうが，情報的に効率がよい側面があ

るからである．一時的貧困を分析するのであれ

ば，△膨を被説明変数とした回帰分析も有用で

ある（Glewwe　and　Hall（1998），　Baulch　and

Hoddinott（2000））．そこで本稿では，両方の分

析手法を用いて，頑健性のあるファインディン

グを探るというアプローチをとる．

3．データ

　本稿で用いるのは，1996年と1999年という

3年隔てた2時点において筆者らが調査したパ

キスタンの北西辺境州における農村家計調査で

ある61．調査村は，村の人口規模，エスニック

な特徴，土地制度の3者をほぼ統一し，他方で

灌概水準の違いと市場向け活動の度合の違いに

よって対照的となる3村をペシャーワル県（Pe－

shawar　District）から選択するという基準によ

表2．パネルデータの調査村と標本数（パキスタン北西辺境州）

A村 B村 C村

1．村の特徴

灌概

幹線道路までの距離（km）

総人口（国勢調査1998年）

総世帯数（同上）

成人識字率（同上，％）

天水農業　天水＋灌概　灌概農業

　　10　　　　　　4　　　　　1

　2，858　　　　　　　3，831　　　　　7，575

　　293　　　　　　　　420　　　　　1，004

　25．8　　　　　　　19．9　　　　　37．5

2．パネル標本世帯の特徴

世帯数

世帯規模平均

農地保有面積の全標本世帯平均（ha）

1人当たり所得の全標本創唱平均（1996年米ドル）

　1人当たり消費の全標本個人平均（1996年米ドル）

　83
10，94

2．244

171．1

133．9

111

8．14

0．516

198．0

150．0

105

9．13

0．587

274．1

199．6

出所）筆者らによる農村調査データベースより作成（以下の表もすべて同じ）．詳しくは本文参照．
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り決定した．これは，小規模のクロスセクショ

ンデータから開発問題への動学的な含意を得る

ためには，経済発展のプロセスが異なる複数の

村を意図的に選択することが有効であるとの認

識に基づいている．

　調査の分析軸の第一は村である．表2に調査

村の概要をまとめる．A村が天水農業に依存

し，ペシャーワノレ市へのアクセスも不便で社会

インフラも欠如した，最も開発の遅れた地域，

C村が灌溜濃業に依存し，ペシャーワル市の近

郊農村として農外雇用機会にも恵まれ，社会イ

ンフラも充実した，最も開発の進んだ地域を代

表する．B村はそれらの中間に位置する．また，

平均世帯規模は，C村で10人を超えているの

に対し，他の2村ではこれより小さい規模にな

っている．

　もう1つの分析軸は農業経営のタイプである．

農村の主要な経済活動が農業であることから，

まず大きく「非農家」と「農家」に標本家計を

分けた．前者は農地経営を行わない家計，後出

は行う家計である．農地を自らは経営しないが

他人の農場での賃労働にもっぱら従事する世帯

や，放牧での畜産業のみに従事する世帯は，こ

の調査では非農家に分類した，農家は，経営す

る農地の所有比率によってさらに自作農，自小

作農，小作農に分類される．96年調査では，土

地所有構造が州の平均的パターンから大きく逸

脱しない村を選定し，その上で土地所有・農地

経営の違いによる比較をより明確にするために

自作農，自小作農，小作農それぞれの割合を各

村ども似通ったものになるよう標本をランダム

に選定した．

　96年調査の355世帯中，304世帯について99

年に再調査することができたη．ただし，うち

3世帯は，この間に世帯が分割されて99年には

8世帯となっており，世帯レベルの貧困を2時

点で比較することが難しいため，本稿の分析か

らは割愛せざるを得なかった．また，2世帯の

消費データが不備であったためこれを除いた．

したがって本稿で用いるパネルデータは299世

帯である．

　個人ゴの厚生を決定する変数伽としては，

29

96年価格で評価した1人当たりの実質消費支

出合計（以下単に「消費」と呼ぶ）を主に用い，

補助的に96年価格で評価した1人当たりの実

質世帯所得（以下単に「所得」と呼ぶ）を用いる．

調査地の場合，小麦の単収が毎年大きく変動す

るなど所得の変動が大きく，それに対してどの

程度家計が抵抗力を持っているかを判断するに

は消費を用いる方が理論的に適切であることが，

消費データを中心に用いる理由である．自家生

産農産物消費の換算額も含めた各費目ごとの消

費支出額を1年当たりに集計し，世帯人数で割

って各年の名目消費が得られる．96年調査の

場合はこの値をそのまま，99年調査の場合には

3年間の消費者物価指数上昇率推計値を元にデ

フレートしたものが，「消費」データとなる．所

得データの推計方法も同様である（Kurosaki

and　Khan（2001））．表1に示すように消費で見

ても所得で見ても，平均の厚生水準はA村が

最も低く，B村，　C村の順に高くなっている．

4．分析結果

4．1動学的貧困の諸相

　まず貧困ラインに対して各世帯の消費がどの

ように変化したかを，カテゴリー分けに基づい

て分析する．用いる貧困ラインは，黒崎（1999）

同様，世銀推計値（World　Bank（1995））に基づ

いて算出した水準，g＝7，140　Rs．（96年調査時の

レートで約185USドル）である8）．この貧困ラ

インを元に消費支出で見た貧困指標を各世帯に

関して計算し，カテゴリー別に整理した（表3）．

貧困ラインのあいまいさを考慮して，表では

’＝1の96年，’一2の99年の両方とも5階層

に分けて分類した．2時点間で貧困状況に大き

な変化がなかったことを示す対角線上のセル5

つには，106の世帯が含まれる．それらの下側

のセルに含まれる世帯数が98，上のセルに含ま

れる世帯数が95であるから，カテゴリー分け

で大きく捉えた場合の全体の傾向としては，2

時点間で消費貧困に大きな変化はないことにな

る．ただし個別の世帯の流動性はかなり大き

い9）．また，平均所得は後述するようにこの間

に20％ほど下がっており，パキスタン経済の
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表3．消費貧困の遷移行列

96年の状態
99年の状態

　　　　0．5z≦；〃甜〃ごεく0．52

　　　　〈0．75ど
0・75_9嘱膿1．25・・〃・合計

世帯数

　〃躍く0．5z

O．5之≦〃甜く0．75z

O．75z≦三〃ガ，〈2

z≦〃，ごく1，252

1．25z≦ッ曙

合計

9
r
O
7
2
3
6

1
1
　
　
　
　4

26

44

26

8

12

116

1
8
3
ρ
0
だ
0
0
0

1
1
2
1
　

7

1
1
だ
D
ρ
0
4
7

　
1
　
　
　
　2

－
n
U
「
0
7
4
7

　
1
　
　
　
1
り
」

58

98

66

39

38

299

遷移確率（％）

εノごf＜O．5z

O．5z≦；乙！配く0．75君

0．75之≦⊆エノ配く濯

竃≦〃甜くし25β

1．25君≦三〃ご

32．8

15．3

10．6

5，1

7．9

44．8

44．9

394

20．5

31．6

19．0　　　1．7

18．4　　　　1L2

34．8　　　7．6

41．0　　　　15．4

13．2　　　　10．5

1．7

10．2

7．6

17．9

36．8

100．O

lOO．0

100．0

100．0

100．0

表4．消費項目別1人当たり実質消費水準の変化

総消費
　　　食料消費

内訳

非食料消費

変化額（1996Rs．）

パネル全体　　　　　　40

　慢性的貧困世帯　　169

　貧困化世帯　　　一3324

　非貧困世帯　　　　958

　287　　　　－247

　329　　　　－160

－2087　　　　　－1237

　910　　　　　　48

変化率（％）

パネル全体　　　　　0．7　　　6．6

　慢性的貧困世帯　　　4．5　　　11．5

　貧困化世帯　　　一44．1　　－38．6

　非貧困世帯　　　　　9．0　　　12．0

一16．0

－17．4

－57，8

　L6
注）慢性的貧困世帯（104世帯），貧函化世帯（58世帯），非

　貧困世帯（31世帯）の3階層以外にも106の世帯がいる

　ため，表に載せた3階層の加重平均はパネル全体の値

　　とならない．以下，表7まで同じ．

低成長，北西辺境州における1999年前後の公

共事業縮小などのマクロ要因が調査地の所得貧

困を深刻化させた10）．

　パネルデータを構成する299世帯中，2時点

とも貧困ラインを下回らなかった世帯は，表の

右下のセル4つに含まれる31世帯（全体の10．4

％）であった．この階層はほぼ「非貧困世帯」と

みなしてよいであろう．これに対し表の左上の

〃ご‘＜0．75g，’＝1，2となる4つのセルには，104

世帯（34．8％）が含まれる．貧困ラインの曖昧さ

と消費支出データの誤差を考慮しても，この階

層に「慢性的貧困世帯」の核心部が含まれるこ

とは間違いないものと思われる．そして，0．75g

≦働，〃〆0．75gとなる6つのセルには58世帯

（19．4％）が含まれる．この階層は，一時的貧困

の影響を強く被って消費支出が著しく落ち込ん

でしまった世帯とみなせよう．以下では，この

階層を「貧困化世帯」と呼ぶ．

　階層別の違いを，消費の構成（食料消費と非

食料消費）に着目してもう少し詳細に見てみよ

う（表4）．全299世帯で見た場合の総消費の変

化は無視できる水準である．2時点間で食料価

格が相対的にやや上昇しているので，食料消

費・非食料消費ともに変化は小さいと見てよい．

これは慢性的貧困世帯と非貧困世帯にも当ては

まる．全体の傾向とは対照的に，貧困化世帯の

場合，総消費は44％，3000ルピー以上も落ち込

んでおり，そのほぼ3分の2は食料消費の削減

である．この階層が被った顕著な厚生水準低下

がこの数字に現われている．

　では，貧困化世帯における著しい消費低下は，

他の階層に比べて著しく大きな所得低下に由来

するのであろうか．表5に示すように，意外な

ことに2時点間の所得減少は階層を問わず似た

水準である．全299世帯の平均の世帯総所得減

少は23％，慢性的貧困世帯とほぼ同じである．

確かに貧困化世帯の所得減少率は38％と全世

帯の平均を上回っているが，絶対額では非貧困

世帯の所得減少より小さい．つまり非貧困世帯

と貧困化世帯を分けたのは所得ショックの大き

さの違いというよりも，同様の所得ショックに

対する事後的なリスク対処メカニズムの違いと
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表5．所得項目別1人当たり実質所得水準の変化

内訳

世帯総所得
　　　　　　自営
　　　　　耕種農業

　自営　　　農業　　非農業　非農業　　不労
畜産農業　賃金所得　　自営　　賃金　　　所得

変化額（1996Rs．）

　パネル全体

　　慢性的貧困世帯

　　貧困化世帯

　　非貧困世帯

一1920

－1229

－3248

－5386

133

102

127

718

一446　　　　　－147　　　－897

－280　　　　　－279　　　－304

－546　　　　　－I12　　－2063

－1797　　　　　　607　　－2236

一820

－844

－995

－1823

　257

　376

341

－854

変化率（％）

　パネル全体

　　慢性的貧困世帯

　　貧困化世帯

　　非貧困世帯

一22．8

－23，0

－37．8

－28。4

14．0

29．6

22．0

26．2

一47．2　　　　－27．O　　－38．9

－54．7　　　　　－40．2　　　－33．8

－68，3　　　　－21．8　　－64．2

－58．0　　　　1078．2　　　－35．0

一28，3

－30．4

－36．9

－44．6

　32．2

288．1

　42．4

－32．6

表6．実質資産水準の変化

　　　　　　　　　　　内訳
世帯総資産
　　　　　　純債権　　　家畜 農地

変化額（1996Rs．）

　パネル全体　　　　　一13005

　慢性的貧困世帯　　　一4707

　　貧困化世帯　　　　一57516

　　非貧困世帯　　　　一107946

一1081　　　　－5269　　　　－6654

－1848　　　　－3408　　　　　　　549

　15109　　　　－3906　　　－68719

－57817　　　－13596　　　－36533

変化率（％）

　パネル全体

　　慢性的貧困世帯

　　貧困化世帯

　　非貧困世帯

一3．6

－2．0

－29．3

－7．8

　12．3　　　　－37．2　　　　　－1．9

　20。6　　　　－29．2　　　　　　　0．2

－120．2　　　　－37．9　　　　－26．1

－240．6　　　　－53．1　　　　　－2，7

注）　「純債権」の変化額と変化率の読み方は注意を要する．96年において

　は，パネル全体および慢性的貧困世帯と貧困化世帯において純債権が負

　（純債務世帯），非貧困世帯が正（純債権世帯）であったのが，99年には，

　パネル全体および慢性的貧困世帯は純債権が増加，非貧困世帯は純債権

　世帯から純債務世帯に変化，貧困化世帯は純債務世帯から純債権世帯に

　変化したことを示している．

解釈できる’1）．所得源泉別には貧困化世帯の所

得減少は非農業自営業および非農業賃金所得に

おいて著しい．これは，農業生産における大き

なリスクに長年直面してきた標本世帯は，農業

所得のリスクに関してはある程度の事後的な対

処メカニズムを持っているが，近年になって伸

びてきた非農業所得のリスクに対してはそのよ

うなメカニズムがあまり機能していないことを

示唆しているように思われる．

　そこで事後的なリスク対処メカニズムについ

て検討するために作成したのが表6と表7であ

る．表6は2時点問の世帯資産の変化を，金融

資産の純債権額（＝金融機関預貯金残高＋イン

フォーマル信用貸付残高一金融機関債務残高一

インフォーマル信用債務残高），家畜，農地につ

いて示し，その合計も示したものである．各資

産は流動性が高いと思われる順に並べた．また

農地の場合には相続による資産の変化が多く，

リスク対処メカニズムについて検討する上で相

続を入れるのは不適当と考え，売買による資産

変化のみを入れて作表した．所得が平均で20

％以上減ったにもかかわらず，消費をそれほど

減らさずにすんだ最大の理由は，インフォーマ

ルな信用を受けたり資産を取り崩すといったリ

スク対処にあったと解釈できる．ネットの総資

産額は事後的なリスク対処の結果，3．6％減っ

ている．金融資産は平均ではもともとマイナス

であったものが12％増えているので，インフォ

ーマルな借り入れがこれだけ増えたと解釈され

る．資産取崩しの度合いが大きいのは家畜であ

る．

　貧困化世帯は，特徴的な資産の変化を示して
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表7。初等教育就学率の変化

　96年時6～7歳コーホートの就学率
　　　　　　　　　　　　　　就学率変化96年時の6～7歳　99年時の9～10歳

男女合計の就学率（％）

パネル全体

　慢性的貧困世帯

　貧困化世帯

　非貧困世帯

44．1

30．〔〕

44．4

78．6

38．2

32．9

32．3

76．9

一5．9

　2．9

－12．2

－1．6

男子就学率（％）

パネル全体

　慢性的貧困世帯

　貧困化世帯

　非貧困世帯

57，1

38．3

66．7

66．7

62，2

48．5

66．7

100．0

5．0

10．2

0．0

33．3

女子就学率（％）

パネル全体

　慢性的貧困世帯

　貧困化世帯

　非貧困世帯

3
9
2
＝
」

9
0
2
P
♂

2
2
2
8

18．7

18．9

0．0

62．5

一10．6

－2．｛〕

一22．2

－25．0

注）「96年時6～7歳コーホート」のサイズは，パネル全体で211名，

いる．金融資産が96年には大幅な純債務者で

あったのが99年には純債権者に転じ，その変

化額は＋15，000ルピーである．これはこの階層

の生活水準の向上ではなく，その逆を示すもの

と解釈される．所得が38％も減少したにもか

かわらず新たな借り入れをできなかったばかり

か，それまでの債務を返さざるを得なかったた

めに生活が苦しくなったのがこの階層なのであ

る．このためこの階層は，他の階層からは際立

って高い比率の農地を処分している．つまり，

インフォーマルな信用市場からの借入制約が最

も強く効いていたため，他の資産の処分では十

分な資金を得ることができずに所得の減少のか

なりの部分を消費に転化せざるを得なかったの

が，この階層の貧困化の原因であったと推察さ

れるのである12）．

　調査世帯の被ったショックの深刻さは，これ

だけにとどまらなかった．表7は，96年調査時

に満6歳および7歳であった子供の就学率，そ

してこの3年後の99年調査時の同じコーホー

ト，すなわち満9歳および10歳の子供の就学

率を男女別に示し，その変化を見ている．パキ

スタンの教育制度では満5歳ないし6歳から5

年間の初等教育が始まるが，子供が実際に就学

し始めるのはこれより遅れることが多い13）．3

年の間に遅れて就学開始した子供の数が，3年

前にすでに就学していたが3年の間にドロップ

アウトした子供の数を上回れば，変化の値はプ

ラスに，下回ればマイナスになる．全体では就

学率が44％から38％へと6ポイント下がって

いるが，下がったのは女子であって男子の就学

率は上がっている．

　3階層でこのパターンを比較すると，貧困化

世帯に生じたショックの深刻さが明確になる．

この階層の96年時の男子就学率は非貧困世帯

に並んでいたが，3年後の値に変化はなく，こ

の値が100％に達した非貧困世帯に大きく水を

あけられた．女子就学率は96年調査時には慢

性的貧困世帯と似た水準であったのが，3年後

にはゼロという最悪の水準にまで下がってしま

った．96年データを用いて教育の私的収益率

を計算すると，男子の場合は有意に正であるが

女子の場合は有意でない（Kurosaki（2001））．

その結果，所得ショックのしわ寄せが男子より

も女子の教育に向かったと解釈できるが，これ

ほど極端に女子教育が調整のコストを負う例は

他地域を扱った既存研究には見られず，調査地

の特徴が強く現われている．保健衛生の改善や

出生率低下，将来の子供の教育水準向上など，

女子初等教育がもたらす社会的収益率の高さを

考慮すると，女子教育にこのようなしわ寄せが

行かないためのセーフティーネットや女子教育
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表8．消費貧困の慢性的貧困と一時的貧困への要因分解

　　　　（平均の消費水準による階層別）
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世帯数世帯員・全貧醐）奢的響蝦）讐的蟹藻潮）

パネル全体 299　　　2770 0．1327　　　　0．0184　　　　　13．9　　　　0．1143　　　　86．1

ξ7ガ＜0．5z　　　　　　　　　　　40　　　　　　462

0，5竃≦ま7ゴ＜0．75竃　　　　 114　　　　　1124

0．75z≦8ゴくz　　　　　　　80　　　　　　698

z≦；毒7どく1．258　　　　　　　　36　　　　　　244

1．25君≦互ゴ　　　　　　　　　　29　　　　　　243

0．3315

0．1507

0．0538

0．0297

0．0021

0．0056　　　　　　1．7　　　　0．3258　　　　98．3

0．0149　　　　　9．9　　　　0．1358　　　　90．1

0．0343　　　　63．7　　　　0．0195　　　　36．3

0．0297　　　100．0　　　　0．0000　　　　　0．0

0．0021　　100．0　　0．0000　　　0．0

注）「比率（％）」とは全貧困に対する比率を示す．

　　　　　　表9．所得貧困の慢性的貧困と一時的貧困への要因分解

　　　　　　　　　　（平均の消費水準による階層別）

　　　　　一時的貧困（乃）　慢性的貧困（C2）
全貧困（P2）
　　　　　値比率（％）値比率（％）

パネル全体 0．1619　　　　0．0453　　　　28．0　　　　0．1166　　　　72．0

霧7，く0，5z　　　　　　　　　　　　O．2094

0．5z≦二豆7ごく0．752　　　　　0．1940

0．75遥≦；歪7ゴ＜z　　　　　　　Oユ516

z≦藍1ごく1．259　　　　　　　0．1203

1．252≦酉「f　　　　　　　　　　O。0532

0．0303　　　　14，5　　　　0．1791　　　　85．5

0．0469　　　　24．2　　　　0．1470　　　　75，8

0．0598　　　　39．4　　　　0．0918　　　　60．6

0．0478　　　　39．7　　　　0．0725　　　　60．3

0．0447　　　　84．1　　　　0．0085　　　　15．9

注）　世帯数，世帯員数については表8を参照．

の私的収益率を引き上げる政策が必要と結論で

きる．

4．2　慢性的貧困と一時的貧困の定量分析

　表8は，第2節で紹介したラヴァリオンの手

法に基づいて貧困指標SPGを，慢性的貧困と

一時的貧困に分解した結果である．モデルでは

個人のパネルデータが存在することを前提に議

論したが，現実に手に入るのは世帯のパネルデ

ータであって，その中の個人に世帯ごとの「消

費」（1人当たりの実質消費支出合計）を割り振

るという方法によって，個人ベースの貧困指標

を計算せざるを得ない．その場合，出生・死

亡・移動などのため世帯構成が3年の間に若干

変化している．表8ではそこで，2時点の平均

世帯員数に基づいて貧困指標を計算した．なお

パネルを構成する299世帯に含まれる総世帯員

数は，3年の間に2，765人から2，774人に増えて

いる．

　全299世帯の場合，消費で測ったSPGの全

貧困は0．133，このうち約14％に当たる0．018

が一時的貧困と計算された．階層別には，平均

の消費水準が最も低い階層では慢性的貧困が

98％と貧困のほとんどを占めるのに対し，平均

の消費水準が貧困水準をやや下回る階層では一

時的貧困の比率が64％にも達し，一時的貧困

の値そのものも0．034と非常に高い水準になっ

ている．最も貧しい階層において一時的貧困が

割合だけでなく絶対的にも小さいのは，この水

準の消費の場合，これよりもさらに切り詰める

物理的な余地がほとんどないためである．あま

りに貧しいがゆえに，消費の変動はそのまま餓

死の危機につながるのである．

　同じ作業を，消費ではなく所得で計算すると，

一時的貧困がより大きくなる（表9）。パネル全

体では全貧困0．162のうち約28％に当たる0．

045が一時的貧困と計算された．階層別には全

ての階層で一時的貧困が正の値となり，平均の

消費水準が最も低い階層でも一時的貧困が15

％，平均の消費水準が貧困水準付近の階層では

39％となっている．つまり，所得で測った一時

的貧困のかなりの部分が世帯のリスク対処行動

によって吸収されていることが分かる．

　次に，消費で見た慢性的貧困と一時的貧困の

値をそれぞれ被説明変数とした回帰分析を行っ

た．貧困指標は各個人を同じウエイトで集計す
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るが，消費のデータは世帯レベルでしか得られ

ないから，2時点の平均世帯員数をウエイトに

用いたWLSにて推定した．予備的作業として，

世帯調査のサンプリングの軸として設定された

村および世帯タイプとの関係を見るために，村

ダミーと世帯タイプダミーを説明変数とする推

定を行ったところ，開発の進んだC村に比べて

A村やB村の慢性的貧困が有意に高く，自作

農と自小作農のグループと，純小作農と非農家

世帯のグループとの間に有意な慢性的貧困の差

が見出せた反面，一時的貧困は村別，世帯タイ

プ別の違いが有意に検出されなかった（表は省

略）．そこで，より構造的な関係を探るため，96

年の世帯属性を説明変数とした回帰分析を行っ

た（表10）’4）．村ダミーは村の灌溜i率によって

ほぼ代替することができ，その係数は慢性的貧

困に対して有意に負であった’5）．96年の世帯

属性としては，世帯構成に関わるもの（世帯員

数，労働力人口以外の世帯員の占める比率とし

て定義された「従属員比率」，女性世帯主ダミ

ー，世帯主年齢），所得源泉に関わるもの（非農

業常雇者が世帯内にいるかどうかを示す「非農

業常雇者ダミー」，家族から出稼者が出ていて

その送金を定期的に受けているかどうかの「出

稼送金者ダミー」），農地所有に関する変数，世

帯の教育水準に関する変数を用いた．これらの

説明変数はすべて長期的には内生変数であるが，

本稿の目的が厳密な計量モデルを用いた検定で

はなく，慢性的貧困や一時的貧困と世帯属性そ

れぞれとの偏相関関係を見ることにあるため，

内生性をコントロールすることはしていない．

また，農地所有と教育水準に関しては，表に入

れた以外にも様々な変数を定義することができ，

それぞれは微妙に違った経済的意味を持つが16），

それらの変数の相関は高いため，標本数の少な

い本稿の分析においてはそれぞれから説明力の

高い変数を1つだけ選んでモデルに入れるとい

うアプローチを取った．

　推定結果を全体としてみると，慢性的貧困に

関しては有意な重回帰分析になっているのに対

し，一時的貧困のモデルは有意でない．モデル

の変数で捕らえきれない世帯固有のショックが

一時的貧困の主たる決定要因であるためと解釈

される，慢性的貧困と有意な偏相関関係にある

世帯属性のうち，従属員比率や女性世帯主ダミ

ーが正の係数を示している．つまり同じ世帯聖

日10．慢性的貧困・一時的貧困と96年世帯属性との関係

説明変数 　　慢性的貧困
重回帰係数　’値

　　一時的貧困
重回帰係数　’値

説明変数の統計

平均　標準偏差

切片

村の灌慨率

世帯員数

従属員比率

女性世帯主ダミー

世帯主年齢

非農業常雇者ダミー

出稼送金者ダミー

農地保有ダミー

世帯主教育年数

一1．341　　（0．18）

一12．684　　（5．02）印准串

　0．228　　（136）

11．718　　（3．18）皐率・

13．286　　（2．10）串率

一〇．030　　（0．58）

　1．888　　（1．33）

一8．293　　（2．65）噛串串

一2．977　　（2．06）傘串

一〇．369　　（2．06）奉串

2．537　　（2．77）掌宰串

一〇，776　　（LO8）

0．001　　（0．05）

一1．191　　（1．08）

1．552　　（3．85）事巾串

一〇．018　（1．13）

一〇．752　　（2．09）寧宰

0．542　　（0．72）

0，108　（0．23）

一〇．065　　（0．97）

0．437

9．247

0．453

0．010

49．72

0．482

0．054

0．515

2211

［0．283］

［5．273］

［0．205］

［0ユ00］

［16．59］

［0500］

［0．225］

［0．501］

［3．844］

R2

R2（修正済み）

F統計

0．247

α224

10．53　　率申曝

0．045

0．015

1．51

注　1）標本数は299．2時点の平均世帯規模をウエイトにしたウエイトつき最：小二乗法（WLS）によって，

　SPGの各世帯の値を100倍したものを被説明変数とする重回帰モデルを推定した．決定係数1～2はウ

　エイトづけした変換データでの値．

　2）かっこ内は，分散不均一性のもとでも一致性のあるHuber・White方法による分散推定法を用いた’

　値の絶対値を示す．qO％で統計的に有意，艸5％有意，一十1％有意（両側’検定）．　F統計値は切片

　以外の全変数が有意でない帰無仮説についての検定量．qO％で統計的に有意，躰5％有意，’。’1％

　有意．

　3）説明変数はすべて96年時の値を用いた．
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模であれ，ば労働力人口が少ない方が慢性的に貧

困であり，世帯主が女性であるほうが慢性的貧

困が深刻なことになる．出稼送金の有無，農地

保有の有無，教育水準についても，送金があり

農地を所有し教育水準の高い世帯の方が慢性的

貧困の度合いが低いという常識的な結果となっ

ている．予想とは逆に，非農業常雇者ダミーの

係数が正となっているが統計的に有意ではない．

　一時的貧困に関する個別の係数を見ると，非

農業常雇者ダミーが5％有意で負の係数を示し

ている．所得変動が大きい農業（自営，農業労

働の両方を含む）だけに頼っている世帯よりも，

非農業セクターに安定的な所得源を持つという

家計の多様化に成功した世帯の方が，一時的貧

困の度合が低いことになる．女性が世帯主とな

っている場合，慢性的貧困のみならず，一時的

貧困も有意に上昇している．

　以上の推定結果の頑健性を見るため，個人レ

ベルの慢性的貧困や一時的貧困を算出した原デ

ータである働そのものを被説明変数とした回

帰分析も試みた．慢性的貧困に密接に対応する

ものとして訳ないしはその自然対数を被説明

変数にとり，表10と同じ説明変数を用いて

WLS推定した結果は，表10の慢性的貧困の符

合を入れ替えたものと定性的に同じであった．

つまり，従属員比率が低く，世帯主が男性で，

出稼送金者がいて，農地を所有し，教育水準が

高い世帯であれば，平均の消費水準も高い．ま

た，一時的貧困に密接に対応するものとして

△〃fないしは△ln跳を被説明変数にとり，表10

と同じ説明変数を用いてWLS推定した結果は，

全体としても個別の変数を見ても全く有意でな

かった（表は省略）．

　そこで一時的貧困が深刻な世帯の属性をさら

に探るため，所得の変動が消費の変動にどのよ

うに伝わるかの世帯ごとの違いに着目してみた．

前項の表4～7を用いた分析からは，所得の大

幅な減少を他の手段で吸収できずに消費を急激

に削減せざるを得なかった世帯が，一時的貧困

の深刻な世帯として浮かび上がる．まず，消費

変化△鋳を所得変化△銑にWLS回帰させた
結果は，
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　　　　△3々＝354．08一ト0．060△謬ガート露ガ，　　　　（5）

となり，△銑の’値は1．280と有意でなかった．

つまり全体としては所得変動を消費変動に反映

させずにすむ世帯が大多数であり，平均では1

ルピーの所得減少に対してわずかα06ルピー

しか消費が減少していない1η．しかしこの推定

結果は，リスクへの脆弱性が世帯によって異な

っていることを考慮していない．そこで，96年

の世帯属性によって所得変化への消費変化の反

応が異なるモデル，すなわち

△〃ご一ゐ。＋δlZ、（1－1）ご）△認ご＋δ2ZごD、△銑＋殆，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

というクロスセクションモデルを推定した．乙

は96年の世帯属性と切片からなる説明変数の

列べクトル，1λは所得変化が負であった場合

に対応するダミー変数，δ0（スカラー），δ1とδ2

（行ベクトル）が推定すべきパラメータである．

パラメータろ1は，所得が増えた場合にその所

得変化が消費変化に与える限界効果への各世帯

属性の効果，δ2は，所得が減った場合の効果を

示す．したがってリスクに脆弱な世帯とは，パ

ラメータ∂2に有意に正の影響を与えるような

属性をもつ世帯ということになる．96年の世

帯属性変数としては，表10の変数に加えて「消

費初期水準」（96年の消費を貧困ラインで割っ

た値）を用いた18）．消費初期水準が高ければ一

時的に所得が減ったときに一時的に消費を減ら

す余地が大きいし，一時的に所得が増えても一

時的に消費を増やす必要性は薄いと考えられる

から，その効果をコントロールするための変数

が消費初期水準である．

　推定結果を表11に示す．パラメータ∂2に有

意に正の影響を与えるような属性としては，従

属員比率と女性世帯主ダミーが挙げられる．女

性が世帯主の世帯は慢性的貧困も一時的貧困も

深刻であるのみならず，所得が落ち込んだとき

に消費にそれを反映させやすいという意味でリ

スクに対して非常に脆弱である19）．逆にδ2に

有意に負の影響を与える属性としては，世帯員

数，非農業常雇者ダミー，出稼送金者ダミー，

農地保有，および教育水準が挙げられる．逆に

言うと非農業常雇者が世帯内に存在せず，かつ
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表11．消費変化と96年世帯属性との関係

経　　済　　研　　究

説明変数 重回帰係数　’値

切片

△ゐ＞0時の△』rピの係数

　切片

　消費初期水準

　村の詩心率

世帯員数

　従属員比率

　女性世帯主ダミー

　世帯主年齢

非農業常雇老ダミー

　出稼送金者ダミー

　農地保有ダミー

世帯主教育年数

△銑く0時の△朗の係数

切片

　消費初期水準

村の灌概率

世帯員数

　従属員比率

　女性世帯主ダミー

世帯主年齢

非農業常雇者ダミー

　出稼送金者ダミー

　農地保有ダミー

世帯主教育年数

一33．671　　（0．16）

0．162　（0．23）

一〇．313　　（1．03）

0．819　　（2．83）寧喀喀

0．047　　（2．30）串事

一〇．406　　（0．77）

0．019　　（0．08）

一〇．009　　（1．30）

0．048　　（0．28）

O．416　　（1．02）

0．104　　（0．71）

0．002　　（0，11）

一〇．374　　（2．67）＊＊摩

O．294　　（5．42）＊＊事

一〇．034　　（0．24）

一〇．012　　（2．87）＊率寧

0．309　　（2．63）寧津寧

0．207　　（3．21）串継串

0．000　　（0．19）

一〇．150　　（2．80）一一一

一〇．163　　（1．73）寧

一〇．144　　（2．62）零廓拳

一〇．014　　（2．20）廓串

ム12

R2（修正済み）

F統計

0．342

0．290

6．528　　事串串

　注）　1），2），3）は前表に同じ．ただし被説明変数は消費変

　　化（△〃∂．各説明変数の平均［標準偏差］についても前表

　　を参照．付加的な説明変数である「消費初期水準」の平

　　均［標準偏差コは，0．827［0．421］，

農地を持たない世帯，すなわち農業労働や日雇

い建設労働などを生業とする非農家や純小作農

の脆弱性が明らかになった．従属員比率をコン

トロールすれ，ば世帯員数が多いほどリスクに脆

弱でなくなるというのは，相対的に多い労働力

を利用して所得の落ち込みを労働市場で事後的

にカバーするというリスク対処（Kochar
（1999））の方法が，調査地でも機能しているこ

とを示唆していよう．また，出稼送金者ダミー

が有意にマイナスであるのは，リスク対処戦略

としての送金（Alderman（1996），　Lucas　and

Stark（1985））の役割を伺わせる．

5．結び

　この論文では，途上国の低所得世帯がリスク

に対してどのように脆弱であるのか，またどの

ような階層が特に脆弱であるのかについて，パ

キスタン北西辺境州農村部の2時点パネルデー

タを用いて定量的に分析した．ラヴァリオンに

よる慢性的貧困と一時的貧困への要因分解が，

貧困指標の選択によっては適切に一時的貧困を

捉えることができなかったり，貧困ラインに感

応的になりすぎるという問題点を指摘したうえ

で，実際の分析ではこれらの問題が比較的少な

い二乗貧困ギャップ指数を用いた．また，カテ

ゴリー分けに基づいた古典的な分析も併用した．

これらが本稿の分析枠組の特徴である．実証分

析結果は大きく3点にまとめられる．

　第一に，調査地の世帯経済は予想以上に大き

な所得の変動にさらされているが，消費の変動

につながるのはその一部に過ぎない．その意味

で調査地には事後的な消費安定化のメカニズム

がある程度機能していることになる．消費変化

を被説明変数とした重回帰分析あるいはカテゴ

リー分析からは，インフォーマル信用，出稼者

送金，労働市場の利用などがこのメカニズムの

重要な手段であることが示唆された．

　第二に，これらのメカニズムを十分利用でき

ずに，所得の低下が消費の著しい低下に結びつ

いてしまう世帯が少なからず存在する．このよ

うな世帯は，消費を切り詰めるという短期的な

厚生水準の低下だけではなく，土地などの物的

資産の処分や，子供の教育の切り捨てなど，長

期的にも厚生水準が著しく低下するような対応

をとらざるを得ないことが判明した．教育面で

の対応はとりわけ女子の就学率低下につながっ

ている．したがって，女子教育にこのようなし

わ寄せが行かないためのセーフティーネットの

構築や，女子教育の私的収益率上昇につながる

ような政策（例えば女子の労働機会向上や女子

教育の質の改善など）が，貧困削減政策として

も重要になる．

　第三に，このような意味で動学的に脆弱なグ

ループとしては，女性が世帯主の世帯，土地を

持たず労働力が農業労働や日雇いなど不安定な

ものに限られている世帯が特筆され’る．貧困削

減政策のターゲットを当てるとすれば，これら

の世帯がまず第一に挙げられ’るよう．これらの
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世帯は一時的貧困だけでなく，慢性的貧困も深

刻であることが多いからである．

　以上の貧困削減政策における留意点は，開発

の現場に応用するにはいささか不十分である．

調査地における貧困世帯の経済ショックへの対

応を特徴づける制約条件（市場，技術），世帯が

置かれた賦存状況，そして世帯の嗜好の3者を

明らかにしなければ，政策に対する貧困世帯や

市場の反応がきちんと予測できないからである．

つまり，本稿が明らかにした動学的貧困の特徴

を生み出す世帯行動を構造的にモデル化し，デ

ータでそれを裏づける作業が必要となる．また，

ラヴァリオン要因分解に基づく一時的貧困の定

量分析は，本稿の事例では説明力が著しく低い．

これは，2時点のパネルデータで動学的貧困を

捉えること，FGT指標で要因分解を行うこと

の2つの限界を反映していると考えられる．よ

り長期のデータの利用，そして本稿の目的によ

り適した一時的貧困の厚生指標を構築すること，

これらも今後の課題としたい．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　注

　＊　本稿が用いた1999／2000年度農村世帯調査は，

平成11年度外務省開発援助研究委託業務の資金によ

って実施した，収集した情報をパネルデータに整理す

るに当たっては，財団法人清明会から資金援助を頂い

た．両機関の厚意に記して謝意を表したい．また，本

稿の作成に当たっては，山崎幸治，澤田康幸，久保克

行および阿部修人の各氏から有益なコメントを得たこ

とに感謝する．

　1）英語で“chronic　poverty，”‘‘permanent　pQv－

erty，”“persistent　poverty”などと称される概念を本

稿では一括して「慢性的貧困」，“transient　poverty，”

“stochastic　poverty”などと称される概念を「一時的

貧困」と呼ぶ．

　2）代表的なデータとして，インドのICRISAT
（lnternational　Crops　Research　Institute　for　the

Semi・Arid　Tropics）データ，世銀のLSMS（Living

Standards　Measurement　Study）データなどが挙げら

れる。これらの簡単な紹介は黒崎（1998b），　ICRISAT

データの詳しい紹介はWalker　and　Ryan（1990），

LSMSデータの詳しい紹介はGrosh　and　Glewwe
（2000）などを参照．

　3）　貧困ラインgは地域や時間による物価水準の
差を調整した値である（山崎（1998））．長期的な分析で

は実質価格で測ったgの水準自体が変化することを
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考慮すべき場合もあるが，短期的な変動に焦点がある

場合はこれを固定したほうが分析が明確になる，そこ

で本節の表記では貧困ラインをξと表わし，時間の下

つき文字をつけない．

　4）　注2を参照．

　5）ただしその値がε言々2であって，蛮の変化に感

応しないという問題は残る．これはSPGが2次関数
の効用関数に対応していることに由来する．蛮が下

がった時に7滋が上昇するためにはα＞2であればよ

いが，その場合でもFGT貧困指標に対応する効用関

数がリスク選好に関しては必ず“increasing　absolute

risk　aversion”（IARA）であるという問題が残る．途

上国のデータを用いた実証研究の多くが，2次関数の

効用関数もIARAのリスク選好も支持していない（黒

崎（1998a））ことを考慮すると，一時的貧困の分析に

FGT指標はあまり適さないという見方もできる．一
時的貧困の適切な指標を探求することは，今後の重要

な研究課題である．

　6）厳密には前者は1996／97年度，後者は1999／
2000年度（パキスタンの会計年度・農業年度は，7月

から翌年6月）に実施された調査であり，調査月はそ

れぞれ10－11月，11－3月である．所得や農業などに関

する情報はそれぞれ前年度のデータを収集した．96

年調査は，アジア経済研究所と北西辺境豪農業大学開

発学研究所の共同研究として行われた．家計調査結果

の内容とそれに基づく分析については，Kurosaki
and　Hussain（1999）および黒崎（1999）を参照された

い．同じスタッフにより実施した99年再調査の概要

と収集データー覧，描写的分析については，Kurosaki

and　Khan（2001）および黒崎（2001a）を参照されたい．

　7）　世帯の離村や世帯主の出稼ぎ，再調査の拒否等

が全世帯を再調査できなかった理由である．世帯主の

出稼ぎの場合，村に残った家族が子供と女性だけにな

ってしまった場合には，再調査が不可能となった．た

とえ同じ村人であっても，家族以外の男性が家の中に

入ることは御法度という調査地の慣習のためである．

　8）絶対的貧困の変化に焦点を当てるため，2時点

で同じ貧困ラインを用いた．3村内の物価水準の差は

無視できる大きさのため調整していない．また，世帯

消費を構成員数で割るのでなく，その性別年齢別構成

や全体の世帯規模を考慮した“equivalence　scale”で

割って貧困ラインを求める方法もあるが（山崎（1998）），

本稿では採用せず今後の課題とする．

　9）　ただし完全に流動的であるという仮説，つまり

1996年の状態かから99年の状態ノへの遷移確i率勧
が乃に等しいという帰日仮説（independent　process

hypothesis）は，1％水準で棄却された．

　10）1998年5月のインド，パキスタン核実験に伴
う国際的な経済制裁は，インド経済よりもパキスタン

経済，中でも北西辺境州経済に深刻な影響を与えた．

この州は非農業雇用における公共事業の比率が高く，

農業生産の低さゆえに輸入食糧への依存度も高いため

である．

　11）　リスクへの対応戦略としては，事前に所得そ

のものの変動を小さくするリスク管理（risk　manage・

ment）戦略と，所得が落ち込んだときに事後的に資金

を補って消費の変動を小さくするリスク対処（risk
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coping）戦略とが挙げられる．詳しくは黒崎（1998a）

および黒崎（2001b，第2章）を参照．

　12）個別世帯が被った経済ショックにパキスタン

の世帯がどのように対応しているかの研究としては，

Alderman（1996），黒崎・澤田（1999）などを参照され

たい．

　13）パキスタンにおける子供の就学・進級の実態

と，その背後にある世帯の経済行動については，
Sawada　and　Lokshin（2001）が厳密な計量モデルを用

いて分析しているので，参照されたい．

　14）被説明変数はどちらもぜロで切り取られてい

るので，このことを考慮したウエイトつきトービット

モデルを全標本で推定する作業，切り取られていない

標本のみでWLS推定をし直す作業も行ったが，どち

らの推定結果も表10と定性的にほとんど同じであっ
た．

　15）　とはいえこの効果をもって，灌準率が慢性的

貧困を軽減させる効果と解釈するのは，計量経済学的

に正確でない．「村の灌統率」はC村で最も高く，A
村で最：も低いという村レベルの変数であるから，村の

電化率，幹線道路への距離など，同じ傾向を示す他の

村属性の影響も含んだ総合的な影響が表10の係数に

現われていると解釈される．他の村属性変数を多数試

した結果，「村の兜町率」が統計的に最も良好な説明力

をもったため，表10ではこれを採用した．

　16）例えば，農地保有ダミーは農地という資産を

わずかでも持つことの閾値効果を示すのに対して，保

有農地の総資産価値であれば農地が限界的に増えるこ

との効果を示すであろうし，世帯主の教育年数は教育

がもたらす家計管理能力を示すのに対して，世帯内成

人の平均教育水準は平均の人的資本蓄積水準を示すで
あろう．

　17）　この回帰分析モデルは，黒崎・澤田（1999）が

検定した消費平準化モデルと本質的に同じである．切

片は2時点間に生じた共通ショックをコントロールし

ており，△鍛は各家計に生じた個別のショックが各世

帯の消費に与えた影響を示していると解釈できるから

である．本稿での△朗の係数は，より大規模な標本を

用いた黒崎・澤田（1999）による推定結果とほぼ同じ

水準である．

　18）　ライフサイクルによる貯蓄率の変動をコント

ロールするために，世帯の詳細な年齢構成を表わす変

数も試したが有意でなかったため，それらを外した推

定結果を示す．

　19）途上国10か国のミクロデータを用いて，女性

が世帯主の世帯が男性世帯主の世帯よりもどの程度貧

困かを比較研究した最新の研究にQuisumbing　6’認．

（2001）があるが，動学的貧困にまで踏み込んだ分析は

していない．
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